
2019	総合日本史授業プリント近現代１０	 大阪万博(1970)まで＆高度成長	

	 	 年	 	 	 組	 	 	 番	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 .	

	 【国際情勢】東西の対立	 例：１キューバ危機(1962.共産国キューバのミサイル基地をめぐって米ソ対立)	

２ヴェトナム	 	 	 戦争(1965.米軍の３北爆開始～)→長期化	

	 	 	 	 	 	 	 対立緩和の流れ	 例：４中ソ対立(1964.中国核実験成功など)	

５ＥＣ(ヨーロッパ共同体)結成(1967)	 	 	 東西関係の多極化	

	 	 	 	 	 	 	 その他	 例：６ＯＰＥＣ(石油輸出国機構1960)、７ＯＡＰＥＣ(アラブ石油輸出国機構1968)	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ８ＡＳＥＡＮ(東南アジア諸国連合	1967)	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ９部分的核実験停止条約(1963)、10核兵器拡散防止条約(ＮＰＴ)1968	

【高度成長】長期にわたる好景気(111955～1970)…実質経済成長率１０％前後	

	 	 	 ①重化学工業を中心とする12設備投資・13技術革新	 …産業構造の高度化	

	 	 	 ②14エネルギー転換(エネルギー革命)…15石炭	 	 から16石油	 	 へ	 	

17三井三池炭坑争議(1960)…大量解雇に反対	

	 	 	 ③交通網の整備	 例：高速道路、新幹線	

	 	 	 賃金も上昇	…18総評
そうひょう

(日本労働組合総評議会)が主導して一斉に賃上げ要求（19春闘
しゅんとう

	 	 方式）	

	 	 	 	 ※20日本的経営（終身雇用・年功序列・労使協調）の成功	

☆21農業基本法	 	 	 (1961)…農業構造改善事業に多額の補助金を支給	

農業の近代化(大型農業機械の導入など)により農家の所得増大をめざす	

	 	 諸問題	 	 ①人口の22過密・過疎…都市問題と農山村の人手不足	

②23兼業	 	 農家増加…1970年には５０％を超える	

③24公害	 	 問題…大気汚染・水質汚濁など	

【政治の多角化】野党の多党化現象	 例：25民主社会党(1960)、26公明党(1964)	 ※27共産党の議席増加	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 全日本労働総同盟(28同盟	 	 ：総評と対立)が支持	

	 	 	 	 	 	 	 	 	29革新首長	 	 	 の誕生	 <例>30美濃部亮吉東京都知事(1967)、飛鳥田横浜市長、	

黒田大阪府知事、蜷川京都府知事ほか	

※革新…共産党・社会党など左派勢力	 	 	 保守	

	

	



	 	 	 	 	 	 	 	 1960.7～64.11	 与党：自由民主党	 「32寛容と忍耐」	

	 経済成長	 33所得倍増	 	 	 計画(１０年で２倍に)を閣議決定	 →高度経済成長の本格化	

	 	 	 	 	 	 34東京オリンピック開催(1964)	 ←35オリンピック景気(1963～64)	

	 	 	 	 	 	 36東海道新幹線	(開通:1964)、37名神	 	 高速道路	(開通式:1964	全線開通:1965)	

	 	 	 	 	 	 →38開放経済体制へ移行	

<例>1963．39ＧＡＴＴ１１条国に…国際収支を理由に輸入制限できない→40貿易の自由化	

	 1964．41ＩＭＦ８条国に…国際収支を理由に為替管理できない→42資本の自由化	

	 	 	 	 	 	 ☆1964．43ＯＥＣＤ	 	 (経済協力開発機構)加盟…先進国に仲間入り	

	 その他	 ＬＴ貿易(1962～)…中華人民共和国との準政府間貿易	

農業基本法(1961)	 部分的核実験禁止条約に調印(1963)	 	 	 首相病気で総辞職	

	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	1964.11～72.7	 与党：自由民主党	 ※岸信介の実弟	

	 経済成長	 空前の好景気…45いざなぎ景気	 	 (1965～70)	

1968．46ＧＮＰ	 (国民総生産)＝で世界第47２	 位に	 …資本主義国でアメリカに次ぐ	

	 	 	 	 	 	 1970．48大阪万国博覧会…テーマ「人類の進歩と調和」入場者数6240万人	

	 公害問題	 49四大公害訴訟(1967～69)→いずれも原告(患者)側の勝訴(1971～73)	

50水俣病(熊本)、51イタイイタイ病(富山)、52新潟水俣病、53四日市ぜんそく(三重)	

	 	 	 	 	 	 1967．54公害対策基本法	 	 	 	 	 	 	 ※のち55環境基本法(1993)	

1968．大気汚染防止法、騒音規制法	 →1971．56環境庁	 	 	 設置(のち環境省)	

	 国際関係	561965．57日韓基本条約	 	 	 	 	 …58朴正煕政権	(韓国大統領のち暗殺)	と締結	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 韓国政府が「朝鮮における唯一の合法政府」(国連決議)であることを確認	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 韓国は賠償請求権を放棄	 韓国へ３億ドルの無償贈与など	

	 	 	 	 	 	 1967．首相、59非核三原則	 	 	 	 を表明…｢持たず、作らず、持ちこませず｣	

	 	 	 	 	 	 1968．60小笠原	 	 諸島返還(東京都へ編入)	

	 	 	 	 	 	 1969．61佐藤－ニクソン会談…日米首脳会議	 沖縄返還を決定	

	 	 	 	 	 	 1970．新安保条約自動延長	

その他	 ヴェトナム反戦運動	 例：べ平連(｢ベトナムに平和を！市民連合｣1965～74)	

	 	 	 	 	 62学園(大学)紛争(1968～69)…民主化要求など	 例：東大安田講堂封鎖	

63減反制度(1970～)←米の需要が減少	

	

【正誤問題に挑戦】<1997年Ｂ本試験、1998年Ｂ追試験より>	

	①	ヴェトナム戦争に際し，アメリカの爆撃機が沖縄の基地からヴェトナムに向かったため，基地撤去・祖国復

帰を求める声はいっそう強まった。	

	②	1950年代の半ばには，日本の国際連合への加盟と同時に，オリンピック東京大会が開催された。	

31池田勇人	 	 	 	

44佐藤栄作	 	 	 	 	


